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 地域人口の動向にとって，人口移動は主要な変動要因の一つであるが，とりわけ人口の

転出超過が著しい非大都市圏においては，転入の大部分についても，いわゆる U ターン移

動（帰還移動）によって占められる割合が相対的に大きいという特徴をもつ。したがって，

非大都市圏における人口移動の趨勢を検証し，今後の人口動向を見通すうえでも，U ターン

移動の特性とその変化を分析することの意義は少なくないと考えられる。ここでは，国立

社会保障・人口問題研究所が 2016 年に実施した「第 8 回人口移動調査の」結果に基づき，

コーホート間の変化と地域的傾向の視点から，非大都市圏における U ターン移動に関する

分析結果についての報告を行う。 

 出生都道府県から県外に移動したのち，再び出生都道府県に戻った人を「U ターン者」と

すると，その割合は全体の 20.4%であり，前回 2011 年調査の 20.5%，前々回 2006 年第 6 回

調査の 19.9%と比較してほぼ同水準となった。ただし，年齢別にみると，男女ともに 15～

29 歳における U ターン者割合の低下がみられた。前回調査と比較した若年層における U タ

ーン者割合の低下については，「出生県外移動経験者割合」そのものの低下と，「出生県外

移動経験者における U ター

ン率」の低下の寄与度がほぼ

同じであることが確認され

た。このことから，U ターン

移動に関する分析に際して

は，これらの要因の双方の効

果を考慮する必要があると

言える。 

 大都市圏と比較して非大

都市圏現住者においては，移

動率（過去 5 年の県間移動率）

そのものは低いが，県間移動

率に占める U ターン者の割

合が高いという特徴が確認

された。具体的には，過去 5

図 1. 年齢別、過去 5 年の県間移動率（現住地が非大都市圏の人） 

 
データ：「第 8 回人口移動調査」 
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年間の県間移動率のうち，U ターン移動の占める割合は，現住地が大都市圏の人で 23%に

たいし，非大都市では 38%であった。非大都市圏の U ターン率を年齢別にみると，20 歳代

後半から 30 代にかけて，県間移動に占める U ターン移動の割合が高くなっており，とくに

25 歳～29 歳の年齢層では，その割合が 55%に達している（U ターン移動率じたいは 8.6%，

図 1）。このことから，出生県への U ターン移動が，若年期において最も活発に観察される

移動形態であることが確認できる。加えて，大都市圏においては確認されなかったいわゆ

る「引退移動のこぶ」（retirement hump）が，非大都市圏においてはわずかであるが確認さ

れた（図 1）。 

  都道府県別にみると（図 2），過去 5 年における他県からの転入者のうち U ターン移動者

の占める割合が最も高いのは新潟県の 70.2%で，以下，福島県 68.4%，和歌山県 67.3%，島

根県 60.7%，鳥取県 58.5 と続き，非大都市圏のなかで，もとくに東北，山陰，四国といっ

た地域で，その割合が高くなる傾向が確認できる。一方，非大都市圏のなかでも，宮城や

福岡といった地域の中心的な都市をもつ県においては，U ターン者の占める割合が低くなっ

ている。 

 なお，2006 年調査から 2011 年調査にかけて，若年層における過去 5 年の U ターン者割合

の上昇がみられたが，2016 年調査では若年期における U ターン率の拡大は確認されなかっ

た。非大都市圏出生者の U ターン移動におけるコーホート間変動については，その関連要

因や移動タイミングの変化も含めて，今後，詳細に検証する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注：熊本県は震災の影響により調査の対象外。 
データ：「第 8 回人口移動調査」 
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図 2. 都道府県別、過去 5 年の転入者のうち U ターン者の占める割合 


